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 前期高齢者の場合，要介護認定率は 65～69 歳で 2.6％，70～74 歳では 6.3％程度であ
る。これが後期高齢者になると，75～79 歳で 13.7％へと要介護率は上昇する。さらに平均
寿命を超える 80 歳代では，80～84 歳で約４名に１人の 26.9％，85～89 歳では２人に１人








 ３．介護保険制度～2015 年の高齢者介護 






























サ高住は国土交通省と厚生労働者が建設を助成して推進し，2020 年迄に 60 万戸を目ざす
ことになっており，すでに 2013 年１月末には 10 万戸近い戸数に達している。 
















































 さらに，平成 25 年３月の「地域包括ケア研究会報告書～地域包括ケアシステムの構築に
おける今後の検討のための論点」（平成 24年度老人保健健康増進等事業）においては，「地
域マネジメントに基づく“ケア付きコミュニティ”の構築」という標題のもとに様々な整備
課題が掲げられ，介護・医療に限らず，生活支援，福祉サービス，住まい，コミュニティ
など，様々な地域福祉をめぐる検討や展望が求められている。 
 
６．生活支援施策の今後 
 ふり返ると，先年の高専賃の建設ブームの頃から，介護保険制度のあり方を巡る議論か
ら「住まい」の問題を分離する動きが強まってきている。確かに，介護保険制度は居宅介
護や施設介護の給付システムであり，高齢期の住まいの確保や提供は介護保険制度とは別
次元の問題である。また，“限界集落”の問題や，過疎地域に介護保険サービスをどのよう
に行き届かせるかという方法の議論を混在させると，超高齢社会へ向かうための介護保険
の制度設計の議論が進まなくなるのかも知れない。 
 けれども過疎化が進行しても生活は続き，仮に「暮らし」や「住まい」が個人の選択や
経済生活の結果であるといっても，少数をイレギュラー扱いしてよい法はない。共生社会
のもとでの生活支援は，多数のためだけでなく，少数の，あるいは少数化する状況下の人々
の生活に着目し，介護保険制度の方向性や地域特性との関係を含めて，地域の生活支援の
あり方，地域包括ケアなどを織り込むさまざまな課題を捉え，生活をめぐる幅広い視点と
問題意識をつなぐ議論が求められている。 
 介護保険制度発足以降，とくに制度やサービスに関わる政策は多分野でめまぐるしく，か
つ同時展開されるようになり，理解や説明が難しくなってきている。介護・医療の報酬改定
や，種々の社会資源の設置や運用のための補助金・助成金，交付金などの誘導や財源基盤
の“調整”まで含めると，先行する政策動向をあと追いする形で是非もなく制度理解に終
始せざるを得なくなってきている。けれども，同時にまた，こうした種々の制度や社会資
源を活用することで生活を成り立たせていくことへの指向性の形成が重要な時代に至って
いるとも考えられる。 
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